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本日の流れ

• ケアプラン点検ガイドラインについて（講義）

• ケアプラン点検ガイドラインを使用し点検（演習）

• 気づき、まとめ（意見交換）



第５期熊本県介護給付適正化プログラム



熊本県「適切なケアマネジメント活動支援事業（保険者が行うケアプラン
チェックに対する支援事業）」を実施。

H17年度に、「ケアプランチェックの手引書」としてまとめ、市町村等へ配布。
※県ホームページからダウンロード可

H15

～17

H19 厚生労働省通知 「介護給付適正化計画」に関する指針

都道府県ごとに「介護給付適正化計画」を策定し、適正化事業の全国的な展開を目指す。

「第１期熊本県介護給付適正化プログラム（H20～22）」策定H20

H22 厚労省通知「第2期介護給付適正化計画」に関する指針

H23 「第２期熊本県介護給付適正化プログラム（H23～26）」策定

年度

→http://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/161/kyufutekisei.html

厚労省通知「第3期介護給付適正化計画」に関する指針（Ｈ26.8.29）H26

「第３期熊本県介護給付適正化プログラム（Ｈ27～29）」策定H27

H29 厚労省通知「第4期介護給付適正化計画」に関する指針（Ｈ29.7.7）

「第４期熊本県介護給付適正化プログラム（Ｈ30～32）」策定H30 

熊本県介護給付適正化プログラム（経緯）

厚労省通知「第5期介護給付適正化計画」に関する指針（R2.9.3）R2 

「第５期熊本県介護給付適正化プログラム（R3～5）」策定 4R３



熊本県介護給付適正化プログラム
【趣旨】
○本県では、適切なサービスの確保と効率化を通じて介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護
保険制度を構築するために、保険者、国民健康保険団体連合会と連携して介護給付適正化の取組を
推進している。

○「介護給付適正化計画」に関する指針について」（厚生労働省通知）に基づき、第４期プログラム
の取組状況や課題を踏まえ、第５期熊本県介護給付適正化プログラムを令和３年３月に策定。

○同プログラムでは、介護保険法第１１８条第２項第２号及び第３号に規定する介護給付適正化に関
する取組への支援に関し、都道府県が取り組むべき施策に関する事項及びその目標を定めている。

１ 介護サービスを必要とする者（受給者）を適切に認定した上で
２ 受給者が真に必要とするサービスを
３ 介護サービスの事業者がルールに従って適切に提供するように促すこと

定義

保険者、県及び国保連が協力して介護給付の適正化を図り、より適切な介護サービスを確保するとと
もに、不適切な給付が削減されることで、介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保険制度に
資する。

期待される効果

令和３年度から令和５年度の３年間

計画期間
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【取組方針】

①保険者の取組方針
介護給付の適正化のために行う適正化事業の実施主体は保険者であり、保険者が本来発揮すべき保険者機能の
一環として自ら主体的かつ積極的に事業の推進に取り組むものとする。
また、保険者が住民等に対して説明責任を果たす観点から、第５期期間における適正化事業の目標を明確に定めると
ともに、年度ごとの進捗を客観的な指標により評価するものとする。

②県の取組方針
県は、保険者に対し現状や課題を保険者と共有した上で、保険者が効率的かつ効果的に取組を進めることができるよ
う、第5期間中に目指すべき適正化の目標数値と、特に重点的に取り組むべき事項を具体的に示すものとする。
特に、人員不足等を理由として取組が低調となっている保険者に対しては、主体的な取組が促進されるよう実地による
個別支援等の方法により積極的に取り組むものとする。

③国保連の取組方針
適正化事業の実施主体である保険者の取組を効果的かつ円滑に進めるため、受託可能な協力事項について保険者
と意見交換を行うとともに、その専門性を活用し保険者の事務負担の軽減等に取り組むものとする。

【県が保険者に期待する取組目標】

○第５期プログラムでは、第４期プログラムから引続き「要介護認定の適正化」、「ケアマネジメント等の適切化」及び
「サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化」を３つの柱とする。

○費用対効果等の観点から、５期指針が示す主要５事業のうち、「介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、
「住宅改修の点検」、「福祉用具購入・貸与調査」及び「医療情報突合・縦覧点検」の５つを重点項目とする。

○重点項目のうち、「ケアプランの点検」及び「医療情報突合・縦覧点検」の２項目については、第４期プログラムに引続き、
最重点項目に位置づけ、すべての保険者が必須の項目として取り組むこととし、「要介護認定の適正化」、
「住宅改修の点検」及び「福祉用具購入・貸与調査」については、保険者が１項目を選択のうえ取り組むこととする。

第５期熊本県介護給付適正化プログラムの取組方針と目標
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３つの柱 重点項目 県が保険者に期待する取組目標【目標数値】

要介護認定の
適正化

要介護認定の
適正化

委託による認定調査の点検【点検率100%】

eラーニングシステムの登録と活用【登録率100%】

認定調査員の研修の実施【研修を年1回以上実施】

ケアマネジメント等
の適切化

ケアプランの点検

居宅サービス利用者のケアプランの点検【点検率5%以上】

地域ケア会議等を活用したケアプランの点検【点検月数6月】

住宅型有料老人ホーム等入居者のケアプランの点検 【点検率5%】

仮設住宅入居者のケアプランの点検【点検率3年間で100%】

住宅改修の点検
住宅改修の施工前点検【点検率100%】
建築専門職、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士等）による住宅改
修の施工前 点検の体制構築【努力目標：点検率10%】

福祉用具購入・
貸与調査

軽度者（要支援１・２、要介護１）の福祉用具貸与点検
【新規貸与者：点検率100%】【継続貸与者：点検率10%】
リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士等）による福祉用具貸与点検の
体制構築 【努力目標：点検率10%】

サービス提供体制
及び

護報酬請求の適
正化

医療情報突合
縦覧点検

医療情報突合の実施【全月点検】

縦覧点検の実施【全月点検】

活用帳票・チェック項目の明確化

第５期熊本県介護給付適正化プログラム 重点項目と取組目標
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最重点項目である「ケアプランの点検」及び「医療情報突合・縦覧点検」を中心に支援を実施。

① 保険者の規模等状況に応じた適正化の支援
○保険者の個々の地域特性、規模及び実施体制等の分析・把握。その結果
○原因の調査・分析結果を踏まえた個別指導・助言、保険者の主体的取組を前提とした必要な支援
○小規模保険者や取組が低調な保険者に対する実地支援や業務負担軽減に向けた体制の構築を推進

② 研修及びブロック会議の実施
○適正化事業への理解深化やケアプラン点検等のノウハウ修得、ネットワーク構築を目的とした研修等の実施
○国保連と協力した、国が開催するブロック研修の受講内容を踏まえた伝達研修等
○感染症等の影響により研修が実施出来ない場合に備え、随時スキルアップが図れる環境を整備

③ 国保連や県介護支援専門員協会との連携強化
○適正化事業を効率的かつ効果的な実施のため、国保連や県介護支援専門員協会との連携を強化

④ 被保険者及び事業者の理解促進
○第５期プログラムの県ホームページ掲載

○事業者の理解促進に向けた、集団指導等における説明等の実施

⑤ 指導・監督の支援
○各保険者が権限を持つ事業所に対する指導・監督の円滑な実施に向けた支援

≪国保連による保険者への支援体制≫

① 介護給付適正化システム活用のための研修会の実施
保険者が、同システムから提供される各適正化情報の種類や活用方法を修得し、目的に応じた情報の活用を行うための研修会
を実施

② 介護給付適正化システムの帳票活用に関する保険者からの問合せ対応
研修後のフォローアップ及び各種保険者からの問合せへの個別対応

③ 医療情報突合・縦覧点検の支援
保険者から委託を受けて点検を行い、より精度の高い情報を保険者に提供

④ 縦覧点検システムを活用した支援
縦覧点検情報を基に、機械的に判定可能な事項を直接事業所に照会し、回答の取りまとめから過誤申立情報作成まで実施

県の保険者への支援体制
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【参考】保険者機能強化推進交付金について

指標 考え方及び留意点

介護給付の適正化事業の主要５
事業のうち、３事業以上を実施して
いるか。

【主要５事業の内訳】
・要介護認定の適正化
・ケアプランの点検
・住宅改修等の点検
・縦覧点検・医療情報との突合
・介護給付費通知

福祉用具の利用に関しリハビリ
テーション専門職が関与する仕組
みを設けているか。

ア 地域ケア会議の構成員としてリハビリテーション専門職を任命し、会議の際に福祉用具
貸与計画も合わせて点検を行う
イ 福祉用具専門相談員による福祉用具貸与計画の作成時に、リハビリテーション専門職
が点検を行う仕組みがある
ウ 貸与開始後、用具が適切に利用されているか否かをリハビリテーション専門職が点検す
る仕組みがある

住宅改修の利用に際して、建築専門職、
リハビリテーション専門職等が適切に関
与する仕組みを設けているか。

ア 被保険者から提出された住宅改修費支給申請書の市町村における審査の際に、建
築専門職、リハビリテーション専門職等により点検を行う仕組みがある

イ 住宅改修の実施前又は実施の際に、実際に改修を行う住宅をリハビリテーション専門
職が訪問し、点検を行わせる仕組みがある

ケアプラン点検をどの程度実施しているか。

医療情報との突合・縦覧点検を実施しているか。

給付実績を活用した適正化事業を実施しているか。

【趣旨】

○介護保険法の改正に伴い、平成30年度から「保険者機能強化推進交付金」が創設

○保険者機能強化に向けて保険者機能の強化に向けて、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する市町村の取組や

市町村の取組を支援する都道府県の取組を推進するため、市町村及び都道府県の様々な取組に関する指標を設定し

たうえで、その達成状況に応じて、交付金が交付されるもの（インセンティブ制度）

○加えて、令和2年度から介護予防・健康づくりに重点化した「保険者努力支援交付金」が創設

○市町村分：推進交付金・支援交付金それぞれ200億円のうち190億円を指標の達成状況に応じて分配。

（介護給付適正化事業の推進分の指標の抜粋）
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ケアプラン点検ガイドライン
について



休憩（5分）



演習
～とりあえずやってみる～

個人ワーク（10分）

意見交換（10分）





気づき





気づき



参考資料）

• 和３年度（２０２１年度）ケアプラン点検支援研修【人吉・球磨圏域】

熊本県 認知症対策・地域ケア推進課 市町村支援班 説明資料より

• 熊本県ケアプラン点検支援ガイドライン


